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障害者自立支援法一部改正法案に対する見解と要望

日頃より、貴党におかれましては、障害者の地域生活支援ご尽力いただいていることに敬意を表します。

ＤＰＩ日本会議は、1986年に結成されて以降、全国の仲間と共に、様々な課題にわたって障害当事者の立場から差別のない社会づくりと人権の確立を求めて運動を展開してまいりました。
これまでもわたしたちは、障害者権利条約の趣旨をふまえた制度・政策をお願いしてまいりました。2006年に国連で採択された障害者権利条約は、日本政府も2007年9月に高村元外務大臣により署名され、現在は昨年12月に発足された障がい者制度改革推進本部と本年1月に開始された推進会議・部会において条約の批准に向けた議論が、多くの障害当事者・関係者から大きな期待を寄せられる中、進められております。

これらの動きは、「どんな障害があっても、差別を受けることなく、地域で学び、暮らしたい」という、私どもの切実な願いに党派を超えて応えて頂いたものと受け止め、心より感謝しております。また、この度、当事者団体のヒアリングの機会を設けていただきましたことに、御礼を申し上げます。

以下、障害者自立支援法一部改正法案に対する当団体の見解と要望を申し上げます。

記

①今年６月７日にまとめられた「障がい者制度改革推進会議」の「障害者制度改革の推進のための基本的な方向」（第一次意見）、並びに同閣議決定に基づき、「障害者自立支援法」廃止－障害者総合福祉法（仮称）制定へ揺るぎない改革を進めて下さい。

②「総合福祉法（仮称）」実施までの間の対応は、推進会議・総合福祉部会の総意としてまとめられた「当面の課題」（別紙資料）をベースとし、予算確保・政省令の改定を中心に進めて下さい。

③仮に何らかの法律改正が必要な場合は、推進会議並びに総合福祉部会での議論を基に、障害者権利条約の署名にご尽力された自民党として、権利条約の観点から広い見識を持った改正法案として下さい。

以上

